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VOL.241 2024.3.13 三菱 UFJ 信託銀行 不動産コンサルティング部 

不動産マーケットリサーチレポートでは注目されているトピックスを中心に、不動産マーケットの様子を分析していきます。 

人手不足時代における寮の需要 

• ①若年未婚労働者の増加②人手不足問題への対応③バブル期に建設された寮の更新需要

を背景に、寮需要に復活の兆し有り。 

• 遠方人材の確保や早期離職防止を目的とした多世代、コミュニケーション機能を有する

寮に注目が集まる。 

2024年問題を抱える物流業界をはじめとして、多くの企業で人手不足問題が顕在化する中、早

期離職の防止、広域からの採用強化等を目的に寮を新設・整備する動きが見られます。 

 

前回までの調査結果から一転、寮・社宅の“拡大”が“縮小”を上回る結果に 

弊社が昨年 12月に実施した「人事・退給一体サーベイ」によると、これまで縮小トレンド

であった寮・社宅制度について“拡大”の意向を示す件数が“縮小”の意向を示す件数を上回

りました。（図表 1）これは前回までの調査結果と傾向が異なるものです。本稿では、同結果を

踏まえ、寮社宅制度に対する企業動向の変化の兆候を探ります。 

寮・社宅は長期的には縮小傾向も、直近数年間は下げ止まりの様相 

企業が整備する寮・社宅は特に 2000年代以降、景気悪化に伴う法定外福利費の縮小や資産

効率の改善を重視する企業方針への転換などにより急速に縮小しましたが、直近数年間につい

ては 2019年を底に、下げ止まりの様相を呈しています。（図表 2） 

図表 1: 寮・社宅制度の今後の動向に関する 

回答結果 
 図表 2: 社宅1の有無別 企業数割合(社宅 有の割合) 

   

 

 

 
回答結果はそれぞれ下記調査に基づく。 

‘21年：三菱 UFJ信託銀行『福利厚生制度に関する動向調査』 

‘22年、’23年調査：三菱 UFJ信託銀行、三菱 UFJリサーチ&コンサ

ルティング『人事・退職給付一体サーベイ』 

注 ‘22年調査は寮と社宅を区分していない。 

 出所：人事院「民間企業の勤務条件制度等調査」より作成 

 
1 この場合の社宅には、世帯用の社宅のほか、単身用のいわゆる寮形態の住宅を含む。 
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若年の未婚労働者が増加、単身者向け寮の需要を下支え 

社宅や寮は、『持ち家取得前の既婚労働者』

や『若年の単身世帯』等の労働者を対象に資

産形成を助ける手段の一つとして利用されて

きた経緯があります。人口や社会構造の変化

により、その中心的な利用者層が大きく増減

する場合、社宅や寮の需要動向も影響を受け

ます。少なくともこの 10年間で見ると、30

代の既婚男性労働者数は 140万人以上減少し

ましたが、（図表 4)こうした変化は”既婚世

帯向け”の社宅需要を減少させる大きな要因

であると言えます。一方で、婚姻率の低下(図

表 5)等もあり、男性・女性共に若年未婚労働者数は増加しており（図表 3,4）、こうした変化

は”若年者向け”の単身寮需要を安定的に下支えする要因であると言えます。 

人手不足問題への対応策としての寮の可能性 

物流業界や建設業界など、人手不足が顕在化している業界では、業務経験や居住地を問わ

ず、広く人材を求めるようになっています。その一環として、遠方人材が安心して挑戦できる

環境整備のため、単身者向けの寮を整備する動きが見られます。また、比較的離職率の高い若

年労働者の早期離職防止の観点からも社員間のコミュニケーションの活発化が期待できる寮へ

の関心が高まっています。（図表 6）こうした動きは、単純に住まいを提供するのみではなく、

対話や学びの機会を住空間に併せて創出することも目指したものであり、長期的な観点でエン

ゲージメント向上をもたらしうる施策であるといえます。そして集合型の寮はこうした様々な

機能のアレンジメントが比較的容易であるという点で、一般的な借上げ住戸と比較し、優位性

を持つものと言えます。 

 

 

 

 

図表 3: 未婚若年労働者数と既婚労働者数の推移 

万人                          

 

出所 厚生労働省「労働力調査」を基に弊社作成 

図表 4: 性別、年齢別、労働力人口の増減数 

（2023 年 - 2012 年） 
 図表 5: 年齢別未婚率の推移 

万人   

 

 

 
出所 厚生労働省「労働力調査」を基に弊社作成  出所 総務省「国勢調査」を基に弊社作成 
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図表 6: 最近の寮 新設事例 

企業 新寮の所在 概要 施設概要 

アサヒ 

ロジスティクス 埼玉県比企郡 

 研修宿泊施設及び社員寮を新設し、幅
広い地域からの採用を可能とすること
で、安定的なドライバー確保を実現 

2023 年 9 月～ 

従業員寮(22 室)、宿
泊施設(10 室)/ 

女性専用ルーム他 

西日本鉄道 福岡県福岡市 

 新卒の採用難が続く中、募集の武器と
なる、充実した新たな福利厚生制度を
検討 

 老朽化した 2 か所の寮の閉鎖に伴い、
新寮を設置 

2019 年 3 月～ 

13 階建、183 室/ 

ジム、学習室、ジェ
ットバス付浴室他 

住友金属鉱山 愛媛県新居浜市 

 既存寮は築 50 年以上と老朽化しており、
女性の入居不可。 

 少子化が進む中、遠方から優秀な人材を
確保するための受け皿として、多機能型
の寮を整備。 

2022 年 9 月～ 

3,6 階建、259 室/ 

談話スペース、シェ
アキッチン、バーカ
ウンター(食堂)他 

出所 公開情報を基に弊社作成 

90 年代前半に大量に建設された寮の更新タイミング 

 1990 年代初頭はバブル景気の影響もあり、

労働市場は空前の売り手市場でした。1971 年

から 1974 年生まれのいわゆる団塊ジュニア世

代の多くが 1990 年代の初頭から労働市場に流

入しました。（図表 7）企業は労働者の獲得競

争の一環として、寮の整備を進め、結果とし

て、93 年の単身寮への入居世帯は 5 年前と比

べて倍増しました。（図表 8）こうした時代に

建てられた寮は 2024年には、築 30年を超え、

維持管理コストの上昇や設備の陳腐化等が顕

在化するリスクは高まってきています。こう

した老朽化した施設の建て替えは、人手不足

に備える多機能・多世代型の単身寮へと切り

替える一つのタイミングであると言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 7: 出生数および 

若年労働者(24 歳以下)数の推移 

上段：出生数(万人)                             有効求人倍率 

下段：若年労働者数(10 万人) 

 

出所 厚生労働省「人口動態統計」「労働力調査」「高校・中学新

卒者のハローワーク求人に係る求人・求職状況」リクルー

トワークス研究所「ワークス大卒求人倍率調査」を基に弊
社作成 
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全国転勤の見直しが 

寮需要へ与えるインパクト 

働き方改革・コロナ禍を経た意識変化及び多

様な働き方推進の一環として、転勤制度を見

なおす動きが出てきています。弊社調査によ

れば、現時点ではまだ約半数の企業は方針を

決めていないものの、全体の約 1割の企業は

既に抑制方針を明示しています。（図表 9）転

居を伴う配置異動の場合、異動の発令から配

属までの期間は概して 1か月以内と短い場合

が多いため、配置転換を円滑に進めるために

も、移転先の近くに配置された単身寮は重要な役割を担ってきました。今後、転勤制度の見直

しが加速すれば、それはどの程度単身寮の需要に影響を及ぼすでしょうか。転居を伴う異動に

関する直接的な公的統計は存在しないため、本稿では、国勢調査より疑似的に“単身赴任者数”

を推計したところ、2020年時点で男女合わせて約 108万人程度存在することが分かりました。

（図表 10） 

図表 9: 転居を伴う異動の実施スタンス  図表 10: 単身赴任者数（推計）の推移 

  万人 

 

 

 
 出所：三菱 UFJ 信託銀行『福利厚生制度に関する動向調査』を基

に弊社作成 
  出所：総務省「国勢調査」を基に弊社作成 

転勤者向けの単身寮に入居する層は、実際にはこれに独身の転勤者を加える必要があり、全体

規模としてはおそらく 100万人以上の労働者がこうした層に該当するものと思われます。それ

らの労働者により単身寮の需要の内、一定程度が支えられていることは間違いありませんの

で、その動向は寮需要においては決して無視しえない数字といえます。換言すれば、全国転勤

制度を有する企業において、寮の高機能化や建て替えを実施する場合は、将来における転勤制

度の永続性に関しても併せて考慮したうえで、必要なキャパシティや機能を検討する必要があ

るといえるでしょう。 

 

さいごに 

本稿では、①若年・未婚の労働者が近年増加していること②人手不足の状況下において、寮を

確保することの採用戦略上のメリットが高まっていること③ 90年代初頭に整備された寮が更新

時期を迎えつつあること、以上の 3点から、今後、寮の需要は一層高まっていくものと結論付

けています。寮需要の高まりは、賃貸住宅需要への追い風となる可能性がありますが、寮とし

ての利用を想定する場合、管理会社導入の可否、既存契約整理の難度等、事前に寮としての商

品化プロセスを明らかにしておくことが肝要です。また、需要側にあっては、人事戦略上の課
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図表 8: 給与社宅への単身世帯入居者数推移 
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出所：国土交通省「住宅土地統計調査」より弊社作成 
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題の可視化を進めるとともに、既存設備の改修、建替え、新規取得等、実現可能なプランのコ

ストや社内価値の定量化を図ることが有用です。 

三菱 UFJ 信託銀行 不動産コンサルティング部 

牧坂 亮佑  

本資料は、お客さまに対する情報提供のみを目的としたものであり、 

弊社が特定の有価証券・取引や運用商品を推奨するものではありません。 

ここに記載されているデータ、意見等は弊社が公に入手可能な情報に基づき
作成したものですが、その正確性、完全性、情報や意見の妥当性を保証する

ものではなく、また、当該データ、意見等を使用した結果についてもなんら
保証するものではありません。税務・会計・法務等に関する事項に関しては、
予めお客様の顧問税理士、公認会計士、弁護士等の専門家にご相談の上、 

お客様の責任においてご判断ください。 

本資料に記載している見解等は本資料作成時における判断であり、経済環境
の変化や相場変動、制度や税制等の変更によって予告なしに内容が変更され

ることがありますので、予めご了承ください。 

弊社はいかなる場合においても、本資料を提供したお客さまならびに直接間接を
問わず本資料を当該お客さまから受け取った第三者に対し、あらゆる直接的、 

特別な、または間接的な損害等について、賠償責任を負うものではなく、お客さま
の弊社に対する損害賠償請求権は明示的に放棄されていることを前提とします。 

本資料は弊社の著作物であり、著作権法により保護されて

おります。弊社の事前の承諾なく、本資料の全部もしくは
一部を引用または複製、転送等により使用することを禁じ
ます。 

本資料で紹介・引用している金融商品等につき弊社にてご
投資いただく際には、各商品等に所定の手数料や諸経費等
をご負担いただく場合があります。また、各商品等には相

場変動等による損失を生じる恐れや解約に制限がある場合
があります。なお、商品毎に手数料等およびリスクは異な
りますので、当該商品の契約締結前交付書面や目論見書ま

たはお客さま向け資料をよくお読み下さい。 

本資料は、「不動産の鑑定評価に関する法律」に基づく 

鑑定評価書ではありません。 

上記各事項の解釈および適用は、日本国法に準拠するもの
とします。 

 


